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Abstract In case that seismic isolation system is introduced to bridges, shock absorbers 
might be effective to decrease dis~lacemcnt responses of bridge girders. Rubber type absorbers 
have been employed I・orthe sake of absorhing seismiじenergysince the Hanshin-Awaji Earthquake. 
This paper describes analytical results Lo clariry the effectiveness of steel shock absorbers to 
mitigate the impact effect of severe earthquakes on bridge girders. A series of FEM dynamic 
analyses were carried out for several specimens modeling shock absorbe「swhich were made of 
steel and load-displacement properties were obtained. Through those analyses the effectiveness of 
steel type shock absorbers were confirmed. 
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,. はじ めに

本報告は、激震時に橋桁とパラペットあるいは橋桁とストッパーとの衝突が万が一起きた場合に、

この衝突によって発生する衝撃エネルギーを吸収する目的で設置される緩衝装置として形鋼を用いる

試みを行ったものである。

旧道路橋示方書＂では、従来上部構造が橋脚または橋台から逸脱、落下しないための落橋防止構造を

設置するように定めていたが、高架橋の多い都市部において大地震が発生せず、明らかに落橋防止構

造によ って落橋を免れたといった実際的な効果については確認することができなかった 2). 先の兵府

県南部地震では、都市部の高架橋などの橋梁構造物に甚大な被害が生じた．これを受けて震災後に改

定された道路橋示方書 4)では、橋梁における各構成要素の役割を明確にして桁掛かり長、落橋防止構造、

変位制限構造、段差防止構造からなる落橋防止システムヘと再整理された．

一方，同震災以降，橋梁に免震設計が積極的に採用されているが，この場合，橋桁の変位が大きく

なるために桁と橋台間あるいは桁同士の間の相対変位を吸収するための大きな伸縮継手が必要となる ．

ニュージーランドにおいては橋梁の免震設計をする際，橋台と橋桁の間に緩衝装置を設置された例が

ある”が，わが国ではいまだ検討段階である ．

緩衝装置の材科としては，実用化の可能性や価格という観点からゴムが有望であるという見解もあ

る6)が，市販の型鋼を用いて緩衝材を製作できれば，製作費を低く抑えることができ，また入手も容易

である．また，設置スペースを小さくすることができれば施工上有利である．さらに、殆どの場合に

設置スペースが限られる場所であるため、エネルギー効率の良い緩衝装置、すなわち、荷重ー変位関

係において荷重が殆ど不変で塑性化による変形だけが増してエネルギーが増大する形態が望ましいが，

ゴムの荷重ー変形特性は必ずしもそのようではない。しかしながら，銅製緩衝材の力学的特性を検討

した研究は現状では見当たらず，実験あるいは解析的検討によりその基礎的な特性を把握することで，

ゴム製緩衝材との比較において，その実用化の可能性を把握することができると考えられる．

そこで，本研究では，型鋼より製作された緩衝装置を対象として，非線形衝繋応答解析により，

どの荷重変形関係，衝撃エネルギー吸収性能について検討することによって、形鋼を用いた銅製緩衝

装置の有効性を調べた。
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表ー1 SS400鍋の材料定数

材料定薮

弧性係数
ホアソン比
降伏応力

最大応力

破壊ひずみ

匿宝直
5 

2.06 10 MPa 

0.3 

321 MPa 

636 MPa 

0.7 

図ー1 鋼製緩衝装置の実橋への

設置イメー ジ

2. 解析

2.1解析対象

解析対象は，いずれも型銅を用いて製

作された鋼製緩衝装置である． 図ー1に鋼

製緩衝装置の設置イメ ージ固を示す．材

質はすべて SS400相当のも のを想定した．

材科定数を表ー1に示す．ま た，解析に用

いた形鋼の真応カー真歪関係は、 1軸引張

実験結果から得られる公称応カー公称歪

関係（図—2) を 1本積一定の条件のもとで真

応）)-真歪関係に変換して求めた。この際，

図ー2に0で示した 3点での応カー ひずみ

点を用いて， トリリニアタイプでモデル

化した．用いた真応カー真歪関係を図ー3に

示す．衝撃に よる歪速度効果は降伏点に

動的倍率を掛けることで考慮した。

図ー4に解析対象とした緩衝装置の寸法

形状を示す．こ れらの寸法については，

試験体が完全に圧壊した場合の幅が，比

較対象としたゴム製緩衝装置とほぼ同じ

になるように設定した．

2.2解析方法

有限要素動的応答解析に は，市販の汎

用コ ー ドである PC/LS-DYNA-3Dを用い

た．時間積分法は中心差分法であり ，時

間刻みは解の安定性の条件から自動的に

決定される ．

用いた要素は 3次元破壊要素(Isotropic

elastic-plastic with failure)である ．この要素

は、破壊基準として、相当塑性ひずみが

最大塑性ひずみを超える場合と、相当応

力が限界応力を上回る場合の二つを設定

している ．これらの条件に該当した要素

は、 解析上削除される ．
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図ー2 SS400鋼の公称応カー工学ひずみ関係
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図—3 解析に用いた真応カー真ひずみ関係

16 



鋼楕造年次論文報告集

第 7巻(1999年 11月）

／絹

8-l YDC (I -<I, 70 X 6 STKM 13A) 

k
八

り
rり

D-lvpe (1-L I 00 X I 00 X 7 SS400) 

C-tvnc (I —□ SOX 6 STKR) 

17. 叫→一い麟
6 

2Q立Q

D-type (4-L50X50X7 SS400) 

図ー4 解析対象とした鋼製緩衝装置モデル

図—5 に有限要素モデルを示す．各緩衝
装置モデルの上下を極厚の鋼板で挟みこ

んだ構造形式とした．載荷方法としては，

変位を準静的に与える方法と，厘批 98kN

の物体を 80cm/secの速度で衝突させる方

法を用いた．以下，前者を静的載術，後者

を衝撃載荷と呼ぶ．

2.3解析結果

2.3.1静的圧縮載荷

図ー6に静的圧縮載荷における各タイプ

の荷重ー変位関係を示す．ここで，変位は

緩衝装置上下の載荷板の相対変位である．

なお，図中には，別途実施した載荷実験に

よって得られた荷重ー変位関係も解析の

妥当性を検証するために示したまた，ゴ

ム製緩衝装置の載荷実験によって得られ

た荷重ー変位関係を比較のために図ー7に

示すりなお，ゴムは硬度 55のクロロプ

レンゴムで，寸法は 150X150X50である．

また， 図—8 には鋼製緩衝装置の変形形状
の推移を示す．

(a)B-type 

初期には楕円状につぶれるが，変位が

20mmを過ぎた時点から，溶接部の折れ曲

がりにより ，2箇所でくびれが生じて波を

打つような形状になり，最終的にはその く

びれ部分が互いに接触した．荷重ー変位関

図—5 要素分割
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Load (kN) 

1 

B-type 
Load (kNJ 

Load ll<NJ 

C-type rn) 

D-type E-type 

図ー6 鋼製緩衝装置の荷重ー変位関係

変位：25mm 

~-~ ・ ぶー
図-7 ゴムの

荷重一変位関係

係は，弾性域を過ぎて急激に

最大荷重値に至り，その後荷

重値はほぼ一定値を保って

B-type 
変位：50呻

C-type 

変位：20ITITI 

変位：40面

いる最終的にくびれ部が接 変位：30血 変位：20呻
触した時点から，荷重値は急

激に増加 している最終変位

は SOmm(外形の 70%)程度と

なった．

(b)C-type 

'- --ふ

~ 公 ' ,Dm 
B-typeの場合にアーチア 変位：60呻 変位：40呻

クションと溶接の影響で，波 D-type E-type 

を打つような変形をしたの
に対して，この形式ではくび 図ー8 鋼製緩衝装置の変形形状

れは生じず，均等に変形した左右の角部はほぼ完全につぶれたが，上下の角部は溶接金属による拘

束のために多少空間が残っている．荷重ー変位関係については，降伏した後，荷重値が漸増して，上

下の板が接触することにより，荷里値は急激に増加した．降伏荷璽は B-typeとほぽ同程度であり，最

終変位は 40mm(外形寸法の 57%)程度となった．
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図ー9 静的引張載荷における荷重ー変位関係

(c)D-type 

ト部の溶接部の境界か

ら弓なりに曲がり，両端

部はすべって外側に移動

している．その後，上部

の溶接部の空問を残して

完全につぶれた後，足部

の両端が反り返っている．

荷重ー変位関係について

は， B-typeと同様，降伏

後ほぽ一定荷重を保った

のち，圧壊に至った．最

大荷重はB-typeのそれの

20%程度であった最大

変位は他のどの形式より

大きく 55mm(外形寸法

の 79%)程度となってい

る．
(d)E-type 

角部付近が次第に曲がっ

てゆくが，上下の固定部

の距離が変化しないため

に，角部が上下板に接触

して反力を取るに至り，変形はそれ以上進まなくなる． したがって，最大変位は他のどの形式よりも

小さく 35mm(外形寸法の 50%)程度となっている．荷重ー変位関係については，降伏した後，荷重

値が漸減して，中央の角部が接触することにより，荷重値は急激に増加した．降伏荷重は B-typeの65%

程度であった

B-type C-type 

図ー10 静的引張載荷における変形形状

2.3.2静的引張載荷

静的圧縮載荷の解析結果から， B-typeおよび C-typeが緩衝装置としては優位性が有ると判断された

ため，それらの静的引張載荷における応答解析を実施した． 図ー9にそれぞれの荷里ー変位関係を示す．
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図-11衝撃載荷における

B-typeの変形時刻歴

3.2エネルギー吸収性能

Load (kN) 

800 

600 

400 

200 

-400t 

n 0.04 0.08 ti爬 (sec)
Time (sec) 

図-12 衝撃載荷における

B-typeの荷璽一時間線図

(b)C-type 

また， 図ー10には変形形状

を示す．
(a)B-type 

上下の溶接部で固定さ

れているため，形状は円

から楕円，そして矩形へ

と移行して，最終的には

溶接部近傍の応力が大き

くなって，そこから破断

している．圧縮載荷の場

合に対して，降伏荷直は

ほぽ同じであるが，その

後荷垂は上昇を続け，最

大荷重は降伏荷童の 5倍

程度にまで達して，最終

的には溶接部近傍で破断

している．破断時の変位

は 20mm (外形寸法の

30%) 程度と小さい．

B-typeの場合と初期形状が異なることによる違いを除けば，変形

状況は同様である．また，荷重一変位関係についても，降伏後の勾

配が， B-typeの場合には単調増加なのに対して，このタイプの場合

には途中で減少に転じる点を除けば，ほぽ同様の傾向を示した．

2.3.3衝撃載荷

図ー11にB-typeの場合の変形性状の時刻歴を示す．この形式に限

らず，いずれの緩衝装置も塑性変形の後，衝突体を跳ね返した。図

-12に荷重一時間線図を示す．荷軍値は衝突から 0.03sec程度までほ

ぼ一定値を保っており，静的載荷において示されたのと同様の良好

なエネルギー吸収性状を示すことが分かる．

図ー13に，各タイプについて衝突体の加速度の時刻歴を示す．い

ずれの場合にも，衝突からおよそ 0.04sec程度まで衝突体の加速度は

変動はあるものの一定水準を保っていることがわかる．

3. 考察

3.1 FEM解析によるシミュ レーションの精度

静的圧縮載荷に対する荷重ー変位関係および変形形状の推移につ

いて，実験結果と解析結果を比較した.B-typeの場合については，

くびれ変形が生じるときに荷重が一日低下する現象は解析では再現

されていない．この原因については現状ではイ遁月であるが，メ ッシ

ュ分割の影響，幾何的非線形性の評価の妥当性，材料特性の影響な

どがないとはいえない．しかしながら，その他については，少なく

とも荷重ー変位のレベルにおいて解析結果は良好に実験結果をシミ

ュレートしており，解析の妥当性は示すことができたと考えている．

静的圧縮載荷に対して得られた荷重ー変位関係から各変位段階における累積エネルギー吸収量を算

出したここで，累積エネルギー吸収量は荷重ー変位曲線の下の面積によって評価した． 図ー14に得ら

れた累稼エネルギー吸収量と変位の関係をそれぞれ示す．いずれの場合にも，降伏後の荷重の変化が

小さいことから，累積エネルギー吸収量は変位の増加に対して直線的に増加しており，良好なエネ
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ルギー吸収性能を有し

ている．特に，B-type及

び C-typeについては効

率的にエネルギー吸収

している ． ゴムの場合，

図—7 で示した よ うに，載
1¥『初期の剛'l'tが小 さい

ことから，ある程炭まで

変位が進まないとエネ

ルギー吸収がなされな

いことから，効率的とは

いえない．ノックオフ構

造として機能する変形

初期の段階からエネル

ギー吸収をコンスタ ン

トにできる鋼製緩衝装

置の優位性が認められ

る．

衝撃解析の結果より、

衝突体の運動エネルギ

ーと緩衝装置の内部仕

事を等価とおくことに

よって簡便に計算でき、

設計も容易になること

が分かった。ここで、緩

衝装置の内部仕事は静

的圧縮試験の結果を筒

略化して降伏荷重 PX変

位菫 8とした。実際には

歪速度効果のため降伏

荷重は上昇するが、歪速

度効果を考慮しない場

合安全側の設計となる。

B-Typeの解析では歪速

度は約 10-151/secで降

伏点は I.I倍程度上昇し

た。

3.3最大荷重の評価

B-Lypeについて，

鋼管の片側部分に作

用する曲げモーメン

トを 式 (1)で表すこ

とができ，全塑性モ

ーメントを 式 (2)で

算出できるとすれば，

式 (3)により最大荷

重を算出できる．
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図ー13 衝撃載荷における衝突体の加速度時刻歴
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実験結果からの評価 解析からの評価

図—14 衝撃載荷における履歴吸収エネルギーと変位の関係
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Pe 
M=了 (1) M 

dt2 
/I = 了-amax (2) 

ここで， Pは全荷重， eは溶接ビード端部から銅箭中央断面の

中心軸までの距離， dは音II材長， tは板厚である. r1 max につい

ては銅棒の引張試験で得られた真応力の最大値を川いた．同様に

C-typc 及び E-tyrc の 1~い人1::国を計算し表ー2 に示した．図—6 の 1府重

ー変位閾係との比較により，梢炭良 く最大1¥『重が，；'1'-f1lliでさている

ことが分かる．また， fiti略な方法ながら最大荷霊のおよその値を

評価できるため，降伏後の荷重値がほぽ一定値となるこれらの緩

衝装置のエネルギー吸収醤が雅定できる．

P.nax =~ どE... (3) 
e 

表ー2 簡略計算により

推定された最大荷重

Type I最大荷重(kN)

B

C

E

 

258 

255 
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4. ・結論
現在，落橋防止構造川の緩衝材はゴムで製作されているのに対して，本研究では，これまでに例の

ない鋼製緩衝材の有効性を検討している．圧縮・引張・ 衝漿解析を行いエネルギー吸収特性や衝撃応

答特性について調べたことろ、非常に効率の良いエネルギー吸収特性があることが分かった。ゴムの

場合，初期剛性が小さく次第にそして急激に見かけの剛性が上昇する．また，非線型弾性特性を持つ

ゴムはかなりの変形を受けた後も初期の形状にほぼ戻ることが期待できる ．これに対して，銅製緩衝

装置では，初期剛性が高いために降伏後の一定荷直領域で吸収エネルギーがいずれの変位領域におい

てもコンスタントに増加する ．

寸法によってはゴムの吸収エネルギーを大きくすることが可能であるが，むしろゴムの場合にはそ

の非線型弾性特性から永久変形が残ることが望ましくない部分に使用し，鋼製緩衝材の場合には，取

り替えることを前提として，規模の大きい地震時の緩衝効果を持たせることは効果的であると思われ

る．

本研究で用いた鋼製緩衝材は市販の型銅を用いて製作されており，製作費を低く抑えることができ，

また入手も容易である．また，ゴム製緩衝材と比較しても，設置スペースを小さ くすることができる

ことは，施工上有利である．鋼製緩衝材を実橋に適11]するメリ ットは大きく，その可能性は大きいと

思われる．また，数値解析により衝撃挙動をも推定できることを示したことは，衝撃実験が必ずしも

容易に実施できないことから ，今後実用のために更に詳細を検討して行く上で極めて意義が大きいと

考える．なお，繰り返し荷重においてどのような履歴吸収性能を示すかは重要な検討項目であり，今

後の課題としたい．
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